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「特別勘定レポート」・「特別勘定レポートの見方」について

特別勘定レポートは、特別勘定の運用状況や特別勘定が投資している主な投資信託（ファンド）の運用実績
等をお知らせするための資料です。
特別勘定レポートは、毎月の最終日時点のデータを使って、翌月に作成します。
特別勘定レポートの運用実績に関するいかなる内容も過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは
保証するものではありません。
当資料は、特別勘定レポートの見方について説明した資料であり、生命保険契約の募集および当該投資信
託の勧誘を目的としたものではありません。

各特別勘定の詳細および商品の内容については、「ご契約のしおり・約款/契約締結前交付書面（契約概
要/注意喚起情報）」「特別勘定のしおり」をご参照ください。
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（1）「バランス40型」と「バランス60型」の特別勘定レポートのページ構成について
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（2）特別勘定 ユニットプライスの推移と騰落率および年換算利回りについて

（2）投資信託(ファンド）のレポートの見方について
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特別勘定レポート 3～4ページ

●「純資産総額」とは
特別勘定の資産規模を表しています。
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●「バランス40型」「バラ
ンス60型」の基本資産配
分比率については、
特別勘定レポートの5、6
ページのファンドの特色
をご参照ください。

●「資産配分」とは
作成基準日（前月末）時点の各特別勘定の資産配分の比率
を％表示しています。

●「有価証券等」とは
投資信託の保有比率を表しています。

●「現預金その他」とは

実質的な預金の比率を表しています。
解約返戻金等のお支払いや積立金の移転（スイッチング）等
に備えて一定の現預金も保有します。

比率の計算方法は、

現金その他＝100％-有価証券等の資産配分比率（％）です。

作成基準日は前月末となります。

※特別勘定レポートの最終ページに、「投資リスクについて」が記載されておりますので、あわせてご確認ください。

ファンドの特色

◆特別勘定の運用実績は、特別勘定レポートの3～4ページでお知らせしています。

（1）各特別勘定の純資産総額の内訳については、本ページ以下のとおりです。
（2）各特別勘定のユニットプライスの推移と騰落率については、次のページでご説明をしています。

（1）各特別勘定の純資産総額の内訳について （特別勘定レポート 3ページ）

1. 特別勘定の運用実績について
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●「ユニットプライスの推移」とは
特別勘定の設定日（2017年8月1
日）の前日を100として指数化し、
それ以降の変動をグラフに表し
ています。

※

※

※

※

（2）各特別勘定のユニットプライスの推移と騰落率および年換算利回りについて （特別勘定レポート 4ページ ）

作成基準日は前月末となります。

※

※
※

※

ユニットプライスは、小数点第3位以下を切り捨てて表示しています。騰落率は、小数点第3位を四捨五入しています。

ユニットプライスとは、特別勘定資産の１口（ユニット）あたりの価格のことをいい、単位は「円」です。

特別勘定の設定日（2017年8月1日）の前日を100として指数化し、それ以降の運用成果による増減を表しています。

特別勘定のユニットプライスの動きは、特別勘定の主な投資対象となる投資信託の基準価額の動きとは異なります。

これは、特別勘定が投資信託のほかに保険契約の異動等に備えて現預金を保有していること、ユニットプライスの計

算にあたり保険関係費用（基本保険金額を最低保証するための費用）等を控除していることによります。

●「ユニットプライスの騰落率」とは
作成基準日（前月末）の特別勘
定のユニットプライスが、設定来
および1カ月前・3カ月前・6カ月
前・1年前など、決められた時点
と比べ、どれだけ値上がり（値
下がり）したかの変動率を表示
しています。年率換算はしてお
りません。

●「年換算」（「ユニットプライスの騰
落率」の下段）とは
3年・5年・10年・設定来の期間に
ついては、騰落率（上段）に加え、
「年換算利回り」（下段）を表示し
ています。
「年換算利回り」は、一定期間内
の資産価格上昇率(騰落率)を年
率(複利)で換算した数字です。
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※ 「ファミリーファンド方式」とは、受益者の投資資金をベビーファンドとしてまとめ、その資金を主としてマザーファンド（親
投資信託）に投資することにより、実質的な運用をマザーファンドにて行う方式です。ベビーファンドがマザーファンドに
投資するに際しての投資コストはかかりません。また、他のベビーファンドが、マザーファンドへ投資することがありま
す。

5、6ページは、「バランス40型」・「バランス60
型」のベビーファンドの設定日（2017年8月1
日）以降の運用実績です。

7、8ページは、「バランス40型」「バランス60型」の各マザーファ

ンドの設定日以降※の運用実績です。
※マザーファンドの設定日はマザーファンドにより異なります。

5ページ

【ベビーファンド】

a

b

c

d

a

b

c

d

2. 投資信託(ファンド）の運用実績について

「バランス40型」と「バランス60型」は、ファミリーファンド方式※で運用を行います。実質的な運用は、マザーファンドで

行います。

（1）「バランス40型」と「バランス60型」の特別勘定レポートのページ構成について （特別勘定レポート5～8ページ）

◆投資信託(ファンド）の運用実績は、特別勘定レポートの5ページから14ページでお知らせしています。

（1）「バランス40型」と「バランス60型」の特別勘定レポートのページ構成（5～8ページ）については、本ページ以下

のとおりです。
（2）投資信託(ファンド）のレポートの見方については、次のページで「新興国株式型」を例にご説明をしています。

特別勘定レポート 5～14ページ

7ページ 8ページ

6ページ
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以下は、特別勘定レポート13ページの「新興国株式型」：インデックスファンド海外新興国（エマージング）株式を例にしてレポートの見方をご説明しています。

●「基準価額の推移」のグラフは、
ベンチマークと当ファンド(ベビーファンド）の動きの関係が分かります。
インデックスファンドはベンチマークに連動する運用成果をめざします。

基準価額（税引前分配金再投資後）は分配金（税引前）を分配時に再投
資したものとみなして計算したもので、ファンドの実質的なパフォーマンス
を示すものです。

また、純資産総額の増加は、当ファンド(ベビーファンド）への資金流入が

継続していることを示しています。

●「資産別配分」は、
実際のポートフォリオの「株式（現物
資産）」と「株式先物」の割合が
分かります。株式（現物資産）と株式
先物を上手く組み合わせることでベン
チマークに連動した運用を目指します。

「現金その他」は、銘柄買付あるいは

解約に備えるためのものです。

・通貨別配分の項目は、複数国に重複上場する株式があり、適切に通貨のリスクを表示できない可能性があるため、掲載を控えております。

●「純資産総額」は、
当ファンド(ベビーファンド）の資産規
模です。

純資産総額の推移は左上のグラフで

表しています。

●「国・地域別配分上位」は、
マザーファンドでの上位10か国で
す。企業の登記地の国籍で集計し
ています。
上位にある地域の経済圏の影響
を相対的に大きく影響を受けるこ
とが分かります。

●「組入上位10銘柄」は、
マザーファンドでの上位10銘柄です。
上位の銘柄ほど基準価額の変化に与
える影響が大きくなる傾向にあります。

組入銘柄数より多くの銘柄に分散され

ていることが確認できます。

●「基準価額」とは
毎営業日算出される当ファンド(ベ
ビーファンド）の１万口当たりの値段
のことです。保有株式の時価総額や
配当収入などから運用コストや信託
報酬等を差し引き算出されます。当
初１万口＝１万円で設定され、その
後運用成果に応じて変動します。

基準価額の推移は左上のグラフで表

しています。

●「市況コメント」は、

新興国株式市場の月間の「値上がり

要因」「値下がり要因」を知ることがで

きます。●「騰落率」は、
決められたある一定の時点と比べ、
投資信託の基準価額（税引前分
配金再投資後）がどれだけ上昇
（下落）したかを示すものです。
当ファンド(ベビーファンド）は為替
ヘッジを行なっておりませんので、
保有株式の動きに加え、為替の動
きも反映されています。

◆当ファンド(ベビーファンド）は、主にマザーファンドに投資するファミリーファンド方式で運用を行います。

(2)投資信託(ファンド）のレポートの見方について （特別勘定レポート 13ページ ）

●「差」は、

当ファンドとベンチマークの騰落

率の差を数値で表しています。

●「年換算」とは

ファンド、ベンチマークの騰落率

に加えて「年換算（利回り）」を表

示しております。「年換算利回り」

は3年・5年・10年・設定来を表示

し、一定期間内の資産価格上昇

率(騰落率)を年率(複利)で換算し

た数字です。

「新興国株式型」の投資信託（ファンド）の詳細については、
「特別勘定のしおり」のⅡ-107～をご参照ください。

●「分配金情報」は、
1万口当たり分配金（税引前）を表
しています。当ファンド(ベビーファ
ンド）は、毎年11月16日（休業日の
場合は翌営業日）に決算を行いま
す。
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為替ヘッジ

基準価額

クーポン

参考指数

最終利回り

残存期間

信託財産留保金

デュレーション

特別勘定

-は行-
ファミリーファンド

ベンチマーク

-や行-
ユニットプライス

-アルファベット-

MSCI エマージング・マーケット・インデックス(配当込み、円ベース)

MSCI コクサイ指数

ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合

S&P先進国REIT指数　(除く日本、配当込み、円換算ベース)

TOPIX

債券の満期償還日までの期間です。

外貨建資産投資に伴う為替変動リスクを回避する手段として為替ヘッジがあります。具体的には、為替先物予約等を活用して、円換算時の為替レート
を予約します。ただし、為替ヘッジを行うためには、ヘッジコストがかかることになり、その分パフォーマンスに影響を与えることになります。

債券の額面に対して毎年受取れる利息の割合のことで表面利率を表します。

-さ行-

投資信託に組み入れている株式や公社債などをすべて計算日の時価で評価し、債券の利息や株式の配当金などの収入を加えて資産総額を
算出します。そこから投資信託の運用に必要な経費等を差し引いて純資産総額を出し、さらに計算日の受益権口数で割ったものです。
多くの投資信託では、基準価額は当初1万口1万円で設定され、その後の運用結果により変動します。

「バランス40型」「バランス60型」から投資するバランスファンドはベンチマークを設けておりません。ただし、各資産の指数を基本資産配分比率で合成し
た複合指数を参考指数とします。

-か行-

債券を購入し、満期償還日まで保有した場合の利回りをいいます。また、複利とは、利息の計算方法のひとつで、利息の再投資のリターンを
考慮に入れた方法です。

投資信託を解約する場合に解約金額から控除し、信託財産に留保されるものをいいます。マーケットリンクでは、海外REIT型の特別勘定を
選択した場合にかかることがあります。

ファンドが特定のファンドに投資する形態の商品設計のものをさします。受益者が購入するファンドをベビーファンド、そのファンドが投資する
ファンドをマザーファンドといいます。実質的な運用はマザーファンドで行うことにより運用の効率化を図っています。

-た行-

野村證券が公表する、日本の公募債券流通市場全体の動向を的確に表す代表的な指標です。NOMURA-BPIは、野村證券の知的財産です。
野村證券は、当ファンドの運用成績などに関し、一切責任を負いません。

債券価格の金利変動に対する感応度を表し、例えば、債券のデュレーションが大きいほど金利変動に対する債券価格の変動率が大きくなり
ます。また、これは債券投資元本の回収までに要する加重平均残存期間と表すこともできます。

「基準」という意味で幅広く使われる言葉で、資産運用に関連しては、運用の目標基準あるいは運用成績の相対的な評価基準を示します。
なお、インデックスファンドに代表されるパッシブ運用においては、定められたベンチマークの動きに連動する運用成果を目標とします。

変額保険・変額個人年金保険に係る資産の管理・運用を行うもので、他の保険種類に係る資産とは区分し独立して管理・運用を行います。

当指数は、MSCI　Inc.が開発した、世界の新興国の株式を対象として算出した指数で、配当を考慮したものです。
なお、当指数に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は、MSCI Inc.に帰属します。

東京証券取引所が発表している、東証上場銘柄の動きを捉える株価指数です。TOPIXの指数値および商標は、東京証券取引所の知的財産であり、
TOPIXに関するすべての権利およびノウハウは東京証券取引所が有します。東京証券取引所は、TOPIXの指数値の算出もしくは公表の方法の変更、
公表の停止、TOPIXの商標の変更、使用の停止を行う場合があります。

特別勘定資産における積立金の１ユニット（単位数）に対する価額のことをいい、特別勘定の運用実績等に応じて変動します。

モルガン・スタンレー・キャピタル・インターナショナル（MSCI社）が発表している、日本を除く主要先進国の株式市場の動きを捉える代表的な株価指標
です。同指数の著作権、知的財産権その他一切の権利はMSCI社に帰属します。また、MSCI社は同指数の内容を変更する権利および公表を停止する
権利を有しています。MSCI社の許諾なしにインデックスの一部または全部を複製、頒布、使用などすることは禁じられています。MSCI社は当ファンドと
は関係なく、当ファンドから生じるいかなる責任も負いません。

FTSE世界国債インデックス
FTSE Fixed Income LLCにより運営され、世界主要国の国債の総合収益率を各市場の時価総額で加重平均した債券インデックスです。
同指数はFTSE Fixed Income LLCの知的財産であり、指数に関するすべての権利はFTSE Fixed Income LLCが有しています。

S&P先進国REIT指数は、S&Pの持つグローバル・インデックスであるS&Pグローバル株価指数から、REIT及びREITと同様の制度に基づく銘柄を抽出し
て算出するインデックスで、先進国に上場する不動産投資信託（REIT）及び同様の制度に基づく銘柄の浮動株修正時価総額に基づいて毎日算出され
ます。同指数の構成国や構成銘柄等については定期的に見直しが行なわれますので、変動することがあります。

3. 用 語 解 説
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